






監 査 報 告 別 冊 

 
Ⅰ 監査の概要 
  私ども監事は、国立大学法人宮城教育大学の中期目標・中期計画及び年度計画を踏

まえ、主要な会議及び諸行事等に陪席するなどして業務執行の把握に努めるとともに、

平成 28 年度の監査計画を作成し、監査を実施しました。 
  監査は、平成 28 年 10 月から平成 29 年 3 月までの期間、監査方法は大学運営会議、

経営協議会及び教育研究評議会等の主要な会議への陪席や各理事・副学長への書面に

よる聴取等、及び財務諸表の点検等を行うとともに、監査法人との適時情報交換等に

より行い、中期目標期間の評価結果等も踏まえ、以下のとおりまとめました。 
 
Ⅱ 監査の視点等 
  監査は、本学が定めた中期目標、中期計画及び年度計画の達成に向かって業務が適

切に執行されているかどうかに視点を置きました。 
教員を目指す優秀な学生を選抜し、受け入れ、充実した教育研究等を行って資質の

高い教員（社会人）を養成し、卒業生を広く教育界（社会）に送り出すことが本学の

使命です。このことから監査の主たる内容を、「教育・研究等の質の維持・向上への取

り組みと部局の運営状況について」としました。これまでの取り組みによりどのよう

な効果・成果があったか、あるいはどのような課題が見られたかについて、法人室や

主要委員会の委員長である理事・副学長等に聴取しました。 
 

Ⅲ 監査結果 

 １ 中期目標等及び中期計画等に基づき実施される教育・研究をはじめとする業務全体に

ついて 
    教育研究を担当する 7 つのセンター等を改組し、「宮城教育大学教員キャリア研究機構」

が設置されました。教育研究の柔軟な統括本部として、現代的な教育課題に対する先進

的な研究と大学の教育課程上の問題解決を担える機構として期待されます。大学改革検

討特別委員会が設置され、学部・大学院の将来計画について検討がすすめられました。

いずれも、教育・研究等の質の維持・向上への重要な取り組みと考えられます。 
    

２ 内部統制システムについて  

  内部統制システムを統括する役職員は、大学運営会議後開催される「役員会」で定

期的に情報交換することとなっています。これに加えて役員ミーティングが頻繁に行

われるようになりました。法人室、学長室、役員会議等の機能・役割分担の整理もす

すめられました。 

 

３ ガバナンス（学長の意思決定）について 



  法人内部の意思決定システムをはじめとするガバナンス体制の整備・運用状況は概

ね妥当であると判断します。 

 

４ 学長の業務執行状況について 

学長の業務執行状況について、学内の業務運営及び学外の諸活動は適正に行われて 

いることを確認します。 

 

５ 附属施設について 

(1) 附属学校 

    「大学と附属校園が教育実践にかかわる多くの情報を共有し、連携・協力によ

る共同研究を推進・強化する」「各附属校園間の連携・協力による幼稚園・小学校・

中学校及び特別支援学校内の小・中・高の一貫したカリキュラム研究を推進する

とともに、附属学校教員の資質の向上を図る」「特別な配慮が必要な幼児・児童・

生徒が園・学校生活に適応し、必要にして十分な学習が可能になるための支援体

制の一層の整備・強化を図る」「教育実習とそれに直結した大学の科目群へ積極的

にかかわり、学部学生・大学院生の教育実地体験の体系化を推進する。また専門

職学位課程の院生を含む現職教員と附属学校園の教員相互の研修強化を図る」と

の計画の下、多くの取り組みが実施され、成果をあげました。 

    大学との連携については、学長が兼務する附属学校部長が主宰する附属学校運

営委員会で学校の課題等の共有が図られ、大学における研究への協力や教育実習

が行われています。附属学校の役割・機能の見直しについても、附属学校運営委

員会で検討を行っています。 

(2) センター 

 環境教育実践研究センター、教育臨床研究センター、特別支援教育総合研究セン

ター、国際理解教育研究センター、小学校英語教育研究センター及び幼小連携推進

研究室が、それぞれ年度計画にそって多様な実践がなされ成果をあげました。 

 教員キャリア研究機構への統合を迎えて、各センターのこれまでの研究教育の連続

性が確保されるような運営をしていただきたい。 

 

 

Ⅳ 総括 

   中期目標、中期計画及び年度計画の達成に向かって業務が適切に執行されている

かどうかに視点を置き、監査の主たる内容を、「教育・研究等の質の維持・向上へ

の取り組みと部局の運営状況について」としました。教員キャリア研究機構の設置、

大学改革検討特別委員会の設置等、喫緊の課題に対する取り組みがすすめられ、適切

に業務が遂行されていることを確認しました。 
 


